愛知県農業土木研究会規約
　   (名称及び所在地)
第1条　　本会は愛知県農業土木研究会と称する。

　   本部を名古屋市東区主税町2丁目28番1に置き、各農林水産事務所所管区域ごとに支部

を設ける。
但し、尾張農林水産事務所一宮支所所管区域に一宮支部、また西三河農林水産事務所幡
豆農地整備出張所所管区域に幡豆支部を設ける。

地整備出張所所管区域に幡豆支部を設ける。　　　　　　 (目　的)

第2条　　本会は農業土木技術の研究、経営の改善及び会員相互の親睦を図り、もって農業
土木建設業者の経営の維持発展と公共の福祉に寄与し、広く社会の信頼に応えることを目
的とする。

(事　業)
第3条　本会は第2条の目的を達成するため次の事業を行う。

　(1)　業務及び技術の研究

　   (2)　業務に関する官公庁団体との交渉連絡

　   (3)　土地改良施設の愛護、災害に関する緊急事業に協力

　   (4)　情報の交換連絡

　   (5)　その他本会の目的達成に必要な事項

　   (会員の資格及び入会)

第4条　本会の会員は愛知県内に本社又は本店を有する中小建設業者をもって組織する。

2　本会に入会しようとする者は各支部長の推薦により理事会において決定する。
3　本会に入会しようとする者に対する入会金は毎年度始めに理事会において決定し退会
者に対してはこれを返済しない。

　   (会員及び義務)
第5条　　会員は会費を納めなければならない。なお必要に応じて臨時会費を徴収すること
ができる。

2　会員は代表者の変更があったときは、各支部を通じて2週間以内に届出、役員会の承認
を得なければならない。

3　会員は品位を損なうような行為をしてはならない。

　   (除　名)

第6条　　会員が次の各号の1に該当するときは、総会の決議によって除名することができる。

　(1)　本会の会員として義務に違反したとき

　   (2)　本会の名誉を汚し又は信用を失う様な行為があったとき

　   (3)　本会の規則を守らず又決議を無視する行為があったとき

2　本会員で次の各号に該当する者は自動的に会員の資格を喪失する。

(1)　営業を譲渡したとき

(2)　廃業又は休業したとき
　   (3)　本社又は本店を他県に移したとき
　   (4)　破産宣告を受けたとき
　   (5)　手形交換所より不渡処分を受けたとき
　   (6)　暴力団及びその関係者が経営に参画その他密接に関与したとき
　  （役員の定数）
第7条　　本会に次の役員を置く。
　　　　   会　　長　 1名　　　　　　　　副会長　3名（会計兼務1名を含む）
　　　　   総務理事　10名以内
　　　　   専務理事 　1名
　　　　   理　  事  30名以上　40名以内(会長、副会長、総務理事、及び専務理事を含む）
　　　　   監　  事　 2名
2　役員の任期は2か年とし再選をさまたげない。但し、補欠者の任期は、前任者の残任
期間とする。
　  （役員の選任等）
第8条　　理事及び監事は総会において選任する。
2　会長、副会長は理事会において互選する。
3　総務理事は支部会員代表者とする。ただし、支部会員代表者が会長に選任された場合は、
その支部会員の中から1名を会長が指名する事ができる。
4　専務理事は理事会の議を経て会長が指名する。
5　理事及び監事は相互に兼ねることができない。
6　役員は任期満了した場合においても後任者が就任するまではその職務を行なわなけれ
ばならない。

　   (役員の職務)

第9条　　会長は本会を代表し会務を総理する。

2　副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、あらかじめ会長が指
名した順位によってその職務を代行する。

3　総務理事は役員会における重要会務を協議し処理をする。
4　専務理事は本会の常務を処理する。

5　理事は理事会を構成し、会務の執行を決定する。

6　監事は本会の会計及び業務の執行状況を監査する。

　   (顧問及び相談役)

第10条　　本会に顧問及び相談役を置くことができる。

　   (総会及び総会の議決事項)

第11条　　定時総会は毎年春季1回、臨時総会は必要の都度これを開催し、会長これを招集
する。

2　総会において次の事項を議決する。
(1)　本会規約の改正

　   (2)  解　散

　   (3)  事業計画及び予算

　   (4)  事業報告及び収支決算

　   (5)  除　名

　   (6)  その他会長において総会に附議することを必要と認めた事項

　   (総会の議長)

第12条　　総会の議長は、会長をもってあてる。

2　会長事故あるときは、副会長が議長となる。

　   (総会の議事)

第13条　　総会は第11条に規定する(1)(2)(5)の場合を除き、総会員の2分の1以上出席しな
ければ議事を開くことができない。ただし、書面をもってあらかじめ意見を表示した者は、
出席者とみなす。

2　総会の議事は、第14条に規定する場合を除き、出席者の過半数で決し、可否同数のとき
は議長の決するところによる。

3　総会の決議について特別の利害関係を有する者は、議決権を行使することができない。

4　前項の規定により行使することができない議決権の数は、出席した会員の数にかぞえない。

　   (議決定数)

第14条　　次に掲げる事項は、総会において総会員の過半数以上が出席し、その出席者の4分
の3以上の多数による決議を必要とする。

　   (1)　本会規約の改正

　   (2)  除　名

　   (3)  解　散

　　 (総会議決事項の周知及び議事録)

第15条　　総会で決議した事項は、会員に通知しなければならない。

2　総会の議事については、議事録を作成しなければならない。

3　議事録には次に掲げる事項を記載し、議長及び出席した会員の2人以上が署名捺印し、こ
れを保存しなければならない。

 (1)　開会の日時及び場所

　   (2)　会員総数及び出席会員数

　   (3)　議事経過要領及び結果

　   (理事会)

第16条　　本会に理事会を置き必要に応じ会長これを招集する。

　   理事会は別に定める場合のほか次の事項を議決する。

　(1)　総会に附議すべき事項

　　 (2)　その他会長において附議することを認めた事項
      (事業年度)

第17条　  本会の事業年度は毎年4月1日に始まり翌年3月31日に終わる。

　   (監査報告)　　　

第18条　　本会の財産目録、事業報告書及び決算書は毎会計年度の終わりにおいて調整し
監事の監査をもって決算終了後総会に報告を求めるものとする。

　(細　則)

第19条　　本規約に定めるもののほか必要な事項は理事会の議決により会長これを定める。

附　　　　　則

1　この規約は、昭和62年4月1日より施行する。

2　施行日までなお愛知県農業土木研究会連絡協議会規約を適用する。

3　愛知県農業土木研究会連絡協議会解散後の財産の一切を愛知県農業土木研究会へ譲り
受けるものとする。

4　平成11年6月　9日、一部改正、同日より施行する。

5　平成14年6月12日、一部改正、同日より施行する。

6　平成17年6月21日、一部改正、同日より施行する。


